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１．従量料金の決定 

第 3回の審議会において、料金体系 4への選択がされたことにより、基本料金の金

額と、従量料金制を逓増型とすることが決定しました。ただし、これまで示していま

した従量料金については、やや調整が可能であることから、ここでは以下の案を提示

し、これまでの金額との違い、各口径に与える影響を考慮した中で、より良い案の選

択ができればと思います。 

なお、いずれの案も料金改定率 45.6％を目指したものであることから、各案にて算

定される料金収入は、いずれもほぼ同額となります。 

追加案は以下のとおりです。 

 

これまでの提示料金 

口径  

(m/m) 

水量 

（ｍ3） 

従量料金（円） 平均使用水量 

（ｍ3） 

水道料金（円） 

税抜き 税込み 税込み 

φ13 
21～50 175.0  192.5  

40 6,776 

φ20 50 8,701 

φ25 
51～100 185.0  203.5  

125 25,828 

φ30 235 53,058 

φ40 
101～200 200.0  220.0  

365 89,633 

φ50 1,060 269,522 

φ75 
201～ 225.0  247.5  

1,480 393,382 

φ100 7,980 2,030,116 

 

 

案 1 

口径  

(m/m) 

水量 

（ｍ3） 

従量料金（円） 平均使用水量 

（ｍ3） 

水道料金（円） 

税抜き 税込み 税込み 

φ13 
21～50 170.0  187.0  

40 6,666 

φ20 50 8,536 

φ25 
51～100 182.0  200.2  

125 25,580 

φ30 235 53,251 

φ40 
101～200 203.0  223.3  

365 90,541 

φ50 1,060 274,252 

φ75 
201～ 230.0  253.0  

1,480 400,422 

φ100 7,980 2,072,906 

 

上水道事業について



 

- 2 - 

 

案 2 

口径  

(m/m) 

水量 

（ｍ3） 

従量料金（円） 平均使用水量 

（ｍ3） 

水道料金（円） 

税抜き 税込み 税込み 

φ13 
21～50 179.0  196.9  

40 6,864 

φ20 50 8,833 

φ25 
51～100 189.0  207.9  

125 26,262 

φ30 235 53,548 

φ40 
101～200 203.0  223.3  

365 89,408 

φ50 1,060 265,474 

φ75 
201～ 220.0  242.0  

1,480 387,024 

φ100 7,980 1,988,008 

 

なお、各案各期の料金表は次のとおりです。 
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案 1 

 
(1)第 1 期： 令和 4,5,6 年度料金表    2 月当たり 

口径 

(m/m) 

基本料金(円） 水量 

（ｍ3） 

従量料金（円） 

税抜き 税込 10％ 税抜き 税込 10％ 

φ13 2,060 2,266 
21～50 142.0 156.2 

φ20 2,140 2,354 

φ25 2,540 2,794 
51～100 150.0 165.0 

φ30 3,200 3,520 

φ40 4,420 4,862 
101～200 159.0 174.9 

φ50 6,680 7,348 

φ75 12,260 13,486 
201～ 170.0 187.0 

φ100 20,140 22,154 
    

(2) 第 2期：令和 7,8,9 年度料金表   2 月当たり 

口径 

(m/m) 

基本料金(円） 水量 

（ｍ3） 

従量料金（円） 

税抜き 税込 10％ 税抜き 税込 10％ 

φ13 2,360 2,596 
21～50 156.0 171.6 

φ20 2,400 2,640 

φ25 3,260 3,586 
51～100 166.0 182.6 

φ30 4,540 4,994 

φ40 7,160 7,876 
101～200 181.0 199.1 

φ50 11,900 13,090 

φ75 23,820 26,202 
201～ 201.0 221.1 

φ100 40,580 44,638 
    

(3) 第 3期：令和 10,11,12 年度料金表    2 月当たり 

口径 

(m/m) 

基本料金(円） 水量 

（ｍ3） 

従量料金（円） 

税抜き 税込 10％ 税抜き 税込 10％ 

φ13 2,660 2,926 
21～50 170.0 187.0 

φ20 2,660 2,926 

φ25 3,980 4,378 
51～100 182.0 200.2 

φ30 5,860 6,446 

φ40 9,860 10,846 
101～200 203.0 223.3 

φ50 17,020 18,722 

φ75 35,120 38,632 
201～ 230.0 253.0 

φ100 60,560 66,616 



 

- 4 - 

 

案 2 

 
(1)第 1 期： 令和 4,5,6 年度料金表    2 月当たり 

口径 

(m/m) 

基本料金(円） 水量 

（ｍ3） 

従量料金（円） 

税抜き 税込 10％ 税抜き 税込 10％ 

φ13 2,060 2,266 
21～50 145.0 159.5 

φ20 2,140 2,354 

φ25 2,540 2,794 
51～100 152.0 167.2 

φ30 3,200 3,520 

φ40 4,420 4,862 
101～200 159.0 174.9 

φ50 6,680 7,348 

φ75 12,260 13,486 
201～ 167.0 183.7 

φ100 20,140 22,154 
    

(2) 第 2期：令和 7,8,9 年度料金表   2 月当たり 

口径 

(m/m) 

基本料金(円） 水量 

（ｍ3） 

従量料金（円） 

税抜き 税込 10％ 税抜き 税込 10％ 

φ13 2,360 2,596 
21～50 162.0 178.2 

φ20 2,400 2,640 

φ25 3,260 3,586 
51～100 171.0 188.1 

φ30 4,540 4,994 

φ40 7,160 7,876 
101～200 181.0 199.1 

φ50 11,900 13,090 

φ75 23,820 26,202 
201～ 194.0 213.4 

φ100 40,580 44,638 
    

(3) 第 3期：令和 10,11,12 年度料金表    2 月当たり 

口径 

(m/m) 

基本料金(円） 水量 

（ｍ3） 

従量料金（円） 

税抜き 税込 10％ 税抜き 税込 10％ 

φ13 2,660 2,926 
21～50 179.0 196.9 

φ20 2,660 2,926 

φ25 3,980 4,378 
51～100 189.0 207.9 

φ30 5,860 6,446 

φ40 9,860 10,846 
101～200 203.0 223.3 

φ50 17,020 18,722 

φ75 35,120 38,632 
201～ 220.0 242.0 

φ100 60,560 66,616 
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２．船舶給水、臨時給水 

現在市では、御前崎港に寄港する船舶を対象とした船舶給水、そして期間が限られ

る工事等を対象とした臨時給水を、一般の料金体系とは別の定額料金制にて行ってい

ます。現在の各給水料金は以下のとおりです。 

 

種  別 現行（円/㎥：税込み） 

船舶給水 242.0 

臨  時 170.5 

 

ただし、上記料金の設定根拠が現行の料金体系に基づいていることから、今回の料

金改定では、総括原価を当該期間に見込まれる有収水量で割った単価の設定を行い、

これを新たな料金として採用します。 

なお、これらの改定には緩和措置の必要性が認められないことから、段階的な改定

は行わないものとし、また、船舶給水と臨時給水に関わる経費に差が認められないこ

とから、今改定より同額とします。 

 

種  別 改定後（円/㎥：税込み） 

船舶給水 
295.0 

臨  時 

 

 

 

参考：過去 5年間の使用水量実績値（船舶給水、臨時）       （単位：㎥） 

 年度 

種別 
Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ 

船舶給水 3,724  3,814  4,669  5,129  4,667  

臨 時 197  261  0  64  0  
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３．加入金について 

加入金とは、給水装置の新設、増径工事の実施に際し、当該工事申込者（新規加入

者）から一時金として徴収する負担額を指します。 

本来、加入金の制度は、主に水道施設の拡張に要する費用の一部を、新規の利用者

に求めるためのもので、現在でも多くの事業体にて導入されています。 

現在の口径別加入金は以下のとおりです。 

 

口径（mm） 加入金（円：税込み） 

13 44,000 

20 55,000 

25 66,000 

30 88,000 

40 132,000 

50 220,000 

75 440,000 

100 660,000 

船舶給水    0 

臨  時 当該口径別加入金の 1／2 

 

加入金の主目的は、新旧需要者間の負担の公平、原因者の適正負担、水道需要の抑

制等が挙げられますが、水需要が減少傾向にある昨今においては、水道需要抑制の目

的は、現状に合わないものとなっています。 

ただし、新旧需要者間の負担の公平に関しては、一定の役割を今後も果たすものと

考えられ、また、加入金による収益は、昨今減少傾向にあるものの貴重な施設整備の

財源となっていることから、当該制度は存続させる必要があると考えています。 

そこで今後は、一般利用者の加入金徴収の目的を新旧需要者間の負担の公平とした

うえで、今までの施設整備にて発行された企業債の償還元金 20％から 30％程度を対

象経費とし、これを量水器口径の断面積比による配分により 1件当たりの加入金の算

定を行うものとします。算定結果は以下のとおりです。 
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（単位：円  税込み） 

口径(mm) 現行 改定後 掛川市 菊川市 牧之原市 

13 44,000  44,000 22,000  44,000  44,000  

20 55,000  ※44,000 33,000  44,000  66,000  

25 66,000  66,000 66,000  88,000  88,000  

30 88,000  99,000 132,000  88,000  132,000  

40 132,000  176,000 220,000  132,000  264,000  

50 220,000  264,000 330,000  132,000  440,000  

75 440,000  451,000 550,000  330,000  1,298,000  

100 660,000  814,000 880,000  550,000  2,574,000  

船舶給水 0  0 ― ― ― 

臨  時 
当該口径別加

入金の 1／2 
0 ― ― ― 

   ※13mm 及び 20mm は、料金の設定においても同額としたことから、ここでも同額とします。 

 

なお、いままで臨時給水の際は、使用口径に該当する加入金の 2分の 1を徴収して

いましたが、その利用目的はほとんどが一時的な工事によるものです。 

臨時給水を対象とした加入金の主な目的は、原因者の適正負担となりますが、臨時

給水の申請に要する事務手続き等の手間を考慮した場合、現状では加入金の必要性は

かなり低いものと考えられ、今後もそうした状況は変化しないものと考えられます。 

このため、今回の水道料金の改定より、臨時給水を対象とした加入金の負担は不要

とします。 
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４.料金改定スケジュールについて 

 

今回の料金改定スケジュールは、計 9年間に及ぶもので、水道料金算定要領に示さ

れている 3年から 5年を基準とした料金算定期間と比べても、長期間のスケジュール

であることがわかります。 

水道料金算定要領では、長期の算定期間をとることは経済の推移、水需要の動向等、

不確定な要素を多く含むこととなるばかりでなく、期間的な負担の公平を無視するこ

ととなるため適当ではないとしています。 

また、料金算定期間中であっても、予想できなかった事業計画の変更や物価の変動

等、財政に大きな影響を及ぼす事情が生じた場合には、財政の健全化及び料金負担の

公平化の見地から、適時適正な料金改定が必要であるとしています。 

今回の改定スケジュールは、急激な値上げによる一般市民の皆様への影響を緩和す

ることを目的とした段階値上げの要素を含んでいることから、結果的に長期間となる

ことはやむを得ないものと考えていますが、期間内において財政に大きな影響を及ぼ

す事情が生じた場合には、水道料金算定要領に示されている適時適正な料金改定によ

り、財政基盤の強化を図りたいと考えています。 

 

 

 

５.協議事項 

 

1）従量料金について 

  どの案を採用するのか。 

 

 

2）船舶給水、臨時給水の料金体系について 

 案のとおりでよろしいか。 

 

 

3）加入金について 

    改定した方がよろしいか。 
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下水道事業について 

1. 総務省が示す使用料単価について 

総務省は、「平成 17 年 1 月 21 日全国財政課⾧・市町村課⾧合同会議資料」において、下水道使

用料の適正化に関して以下の２つの考え方を参考として示しています。 

① 汚水処理原価の算出にあたっては、地方公営企業法非適用事業にあっても、資本費平準化債の

活用などにより世代間負担の公平化を図り、適正な原価を算出すること。 

② 現在の使用料単価では汚水処理原価を回収できない事業にあっては、水道の使用料単価が 176

円／㎥（家庭用使用料 2,119 円／20 ㎥・月）（H15 決算値）であること及び個別処理浄化槽の

使用料単価が 135 円／㎥（家庭用使用料 3,075 円／20 ㎥・月）（H15 決算値）であること等に

かんがみ、まずは使用料単価を 150 円/㎥（家庭用使用料 3,000 円／20 ㎥・月）に引き上げるこ

と。特に、資本費等汚水処理原価が著しく高くかつ経費回収率の低い事業にあっては、早急な

使用料の適正化が望まれること。なお、汚水処理原価が 150 円／㎥を下回る場合は、使用料単

価は当該汚水処理原価を上限とすべきであること。 

使用料単価 150 円/㎥に引き上げることが示された理由は、平成 15 年度の地方公営企業決算状況

調査における以下の結果に基づくものです。 

・使用料単価 150 円/㎥未満の事業が 3,521 事業のうち 46%（1,635 事業）を占めており、そのう

ち、1,386 事業が経費回収率 100%未満であったこと 

・使用料単価 150 円/㎥以上である 1,886 事業のうち、経費回収率が 100％に満たない事業は、

1,599 事業であり、使用料単価 150 円/㎥以上、かつ、経費回収率 100％以上の事業は 287 事業

で全体のわずか 8％であったこと 

出所：総務省：「資料 4 下水道使用料について」P5 より一部引用及びトーマツが分析 

 

平成 17 年に下水道使用料の適正化に関しての考え方が示されて以降、各団体では上下水道料金や

各種公共料金の引き上げを行った結果、平成 29 年度時点で、水道使用料平均は 3,219 円、下水道使用

料（家庭用）平均は 3,041 円となりました。一方、地方交付税措置(※)の要件となる 3,000 円（月/20

㎥）については据え置きとなっております。そのため、継続して使用料単価を 150 円/㎥（家庭用使用

料 3,000 円/20 ㎥・月）の水準まで引き上げることが求められています。 

出所：総務省：「資料 4 下水道使用料について」P2 より一部引用 
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表 1-1 平成 15 年度 下水道事業における使用料水準と経費回収率の分布 

 
出所：総務省：「資料 4 下水道使用料について」P5 より 

 

2. 経営戦略策定による使用料単価改定の検討 

総務省は平成 28 年 1 月 26 日に各地方公共団体に対して『「経営戦略」の策定推進について』を

通知し、「経営戦略」の策定に適切に取り組み、計画的かつ合理的な経営を行うことにより収支の

改善等を通じた経営基盤の強化に努められるようお願いしております。経営戦略の策定に要する経

費については、平成 28 年度から平成 32（令和 2）年度（平成 31 年度の通知により延⾧）までの

間、特別交付税措置が講じることとなりました。そのため、実質平成 32（令和 2）年度末迄に、経

営戦略の策定が求められることとなりました。 

また、下水道事業については『高資本費対策に要する経費に係る地方交付税措置を講じるに当たっ

ては、平成 29 年度から「経営戦略」の策定を要件とする』と記載があり、前述した使用料単価を 150

円/㎥の水準まで値上げることを求めています。 

本市では令和 2 年度に令和 3 年度～令和 12 年度を計画期間とする経営戦略を策定しており、計画

期間内で使用料単価 150 円/㎥となるよう、計画しています。 
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3. 下水道使用者の概要 

本市の下水道使用者（令和 2 年度）における概要は表 3-1 の通りです。 

13 口径・20 口径における 20 ㎥以下の少量使用者件数（調定件数）は全体の約 30%を占めていま

す。13 口径・20 口径における 20 ㎥以下の中で最も多い区画は～5 ㎥以下であり、少量使用者の約 30%

を占めます。少量使用者のうち、0～10 ㎥の使用者割合は約 52%、0～15 ㎥は約 76%となっています。 

使用料金も同様の傾向となっており、13 口径・20 口径における 20 ㎥以下の中で～5 ㎥以下が約

29%、0～10 ㎥の使用者割合は約 51%、0～15 ㎥は約 76%となっています。 

上述のとおり、13 口径・20 口径における 20 ㎥以下の使用割合は、5 ㎥以下の割合がやや高いもの

の、ほぼ 4 均等になっております。 

 

表 3-1 下水道使用者の概要（令和 2 年度） 

 
 

表 3-2 下水道使用者の概要（令和 2 年度）※第三回審議会資料 表 3-1 再掲 

▼調定件数 単位：件

件数
少量利用者に

占める割合

全体に占め

る割合
件数

少量利用者に

占める割合

全体に占め

る割合
件数

少量利用者に

占める割合

全体に占める

割合

5㎥以下 3,948 29.8% 8.9% 476 38.4% 6.8% 4,424 30.5% 5.7%

6~10㎥ 2,857 21.6% 6.5% 230 18.6% 3.3% 3,087 21.3% 4.0%

11~15㎥ 3,288 24.8% 7.4% 276 22.3% 3.9% 3,564 24.6% 4.6%

16~20㎥ 3,162 23.9% 7.2% 256 20.7% 3.7% 3,418 23.6% 4.4%

小計 13,255 100.0% 30.0% 1,238 100.0% 17.7% 14,493 100.0% 18.7%

21~50㎥以下 18,074 － 40.9% 1,755 － 25.1% 19,829 － 25.5%

51~100㎥以下 11,264 － 25.5% 1,178 － 16.8% 12,442 － 16.0%

101~200㎥以下 1,535 － 3.5% 293 － 4.2% 1,828 － 2.4%

200㎥以上 22 － 0.0% 56 － 0.8% 78 － 0.1%

小計 30,895 － 70.0% 5,758 － 82.3% 63,163 － 81.3%

総計 44,150 － 100.0% 6,996 － 100.0% 77,656 － 100.0%

▼使用料金（税抜） 単位：円

件数
少量利用者に

占める割合

全体に占め

る割合
件数

少量利用者に

占める割合

全体に占め

る割合
件数

少量利用者に

占める割合

全体に占める

割合

5㎥以下 5,795,200 28.1% 3.9% 694,400 36.4% 3.1% 6,489,600 28.8% 3.1%

6~10㎥ 4,536,240 22.0% 3.1% 364,000 19.1% 1.6% 4,900,240 21.7% 2.3%

11~15㎥ 5,248,400 25.4% 3.6% 439,760 23.0% 2.0% 5,688,160 25.2% 2.7%

16~20㎥ 5,058,480 24.5% 3.4% 410,000 21.5% 1.9% 5,468,480 24.3% 2.6%

小計 20,638,320 100.0% 14.0% 1,908,160 100.0% 8.6% 22,546,480 100.0% 10.7%

21~50㎥以下 50,574,520 － 34.2% 4,988,320 － 22.6% 55,562,840 － 26.3%

51~100㎥以下 61,183,520 － 41.4% 6,517,120 － 29.5% 67,700,640 － 32.1%

101~200㎥以下 14,878,160 － 10.1% 2,954,880 － 13.4% 17,833,040 － 8.4%

200㎥以上 446,880 － 0.3% 1,927,040 － 8.7% 2,373,920 － 1.1%

小計 127,083,080 － 86.0% 20,203,680 － 91.4% 188,563,400 － 89.3%

総計 147,721,400 － 100.0% 22,111,840 － 100.0% 211,109,880 － 100.0%

少量使用者

少量使用者

以外

少量使用者

区分 水量区分

少量使用者

以外

区分 水量区分

13口径 20口径 総計

13口径 20口径 総計

５㎥以下、6～10㎥、11～15㎥、16～20㎥の4区分でほぼ均等になっています
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4. 下水使用料体系の算定条件（150 円 ver.） 

(1) 使用料算定期間 ※第三回審議会資料 P6 再掲 

下水道使用料算定の基本的考え方では、使用料算定期間は一般的に 3 年から 5 年程度が適

当であると記載されています。一方、総務省から使用料単価を 150 円/㎥に引き上げることが

示されていることから、現状(88 円/㎥)に対し大幅な単価改定が必要となり、急激な使用者の

負担増加が予想されます。 

そのため、緩和措置として段階的な使用料の値上げを検討しており、具体的には使用料単

価を令和 4 年に 120 円/㎥、令和 7 年に 150 円/㎥とすることを想定しています。総務省から

示されている使用料単価 150 円/㎥を最終改定目標とし、改定率・使用料体系案を検討します。 

 

(2) 使用料改定率の設定 ※第三回審議会資料 P6 再掲 

第二回委員会で述べたように、本市は一般会計繰入金に過度に依存した不健全な経営状況

であり、将来的な経営改善は見込めない状況となっています。 

一方「下水道使用料算定の基本的考え方」において、下水道事業は「独立採算」で運営し

ていくことを原則とし、使用料対象経費を使用料収入のみで賄うこととしています。しかし、

前述の通り不健全な経営状況である本市において、基本的な考え方(＝使用料対象経費を使用

料収入のみで賄うこと)に基づいて使用料単価を算出した場合、使用料改定率は１74%とな

り、現実的には実現が非常に困難であると考えます。 

そのため、使用料対象経費を使用料収入のみで賄えないものの、総務省が求める使用料単

価 150 円/㎥となるよう使用料改定率を設定します。なお、使用料単価を 150 円/㎥に設定し

た場合、使用料改定率は 71%となります。 

表 4-2-1 使用料改定率の設定 ※第三回審議会資料 表 6-2-1 再掲 

▼調定件数 単位：件

水量区分 13口径 20口径 25口径 30口径 40口径 50口径 75口径 100口径 口径なし 総計

20㎥以下 13,255 1,238 132 107 41 8 6 14,787

21~50㎥以下 18,074 1,755 119 67 37 29 4 1 20,086

51~100㎥以下 11,264 1,178 70 48 41 20 1 2 169 12,793

101~200㎥以下 1,535 293 58 59 64 41 1 4 2,055

200㎥以上 22 56 116 48 105 126 24 6 503

総計 44,150 4,520 495 329 288 224 36 12 170 50,224

▼使用料金（税抜） 単位：円

水量区分 13口径 20口径 25口径 30口径 40口径 50口径 75口径 100口径 口径なし 総計

20㎥以下 20,638,320 1,908,160 209,600 171,200 64,800 12,800 9,600 23,014,480

21~50㎥以下 50,574,520 4,988,320 305,120 177,920 104,480 83,040 9,760 2,400 56,245,560

51~100㎥以下 61,183,520 6,517,120 418,320 291,040 237,440 109,200 7,360 15,200 811,200 69,590,400

101~200㎥以下 14,878,160 2,954,880 620,080 675,680 731,440 498,560 11,120 48,240 20,418,160

200㎥以上 446,880 1,927,040 6,089,360 2,172,960 4,625,920 18,239,680 5,247,840 145,920 38,895,600

総計 147,721,400 18,295,520 7,642,480 3,488,800 5,764,080 18,943,280 5,285,680 209,360 813,600 208,164,200
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(3) シミュレーション条件の設定 

第三回審議会では、シミュレーション案として、シミュレーション①～シミュレーション⑤

の５案を提示させていただきました。５案の中で、委員の皆様から支持を得られた、以下のシ

ミュレーション③の考え方を前提として、今回新たにシミュレーションを実施いたしました。 

なお、上述のとおり、緩和措置として段階的な使用料の値上げを検討していることから、150

円/㎥に値上げした場合と 120 円/㎥に値上げした場合の両方のシミュレーション結果を提示い

たします。 

 

※第三回審議会資料 P8 再掲 

シミュレーション③：単一型から逓増型へ移行し、ボリュームゾーン(21~100 ㎥)の使用者負担 

を増加させる -基本使用料単価 71%、従量使用料単価 47～92％改定 

検討項目 考え方 

① 基本使用料収入と従量使用料収入

の割合の設定 

割合は現行とほぼ同一水準 

（基本使用料：従量使用料＝40:60） 

② 基本水量の設定 設定する（現行と同一） 

③ 従量使用料の逓増度の設定 逓増型を採用 

現行の従量使用料単価を段階的に 47～92％へ  

引き上げ 

④ 従量使用料の水量区画の設定 0～20 ㎥、21～50 ㎥、51～100 ㎥、101～200

㎥、201 ㎥～、の 5 区画設定 

⑤ 用途別使用料の設定 設定しない（現行と同一） 

また、全国の公共下水道事業における使用料体系の実態を把握するため、国土交通省はアン

ケートを実施(※)しており、その調査結果においては、基本使用料割合の平均が 30.5%であった

ことから、基本使用料割合を 30%とするシミュレーションも実施しています。 

(※)https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sewerage/content/03_shiryou2.pdf 

上記考え方に沿って実施したシミュレーションは下記の通りです。 
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シミュレーション①：単一型から逓増型へ移行し、基本使用料割合を変えず、水量区画ごとで均一
に増額させる   
-基本使用料単価 71%、従量使用料単価 29～106％改定 

検討項目 考え方 
① 基本使用料収入と従量使用料収入

の割合の設定 
割合は現行とほぼ同一水準 
（基本使用料：従量使用料＝40:60） 

② 基本水量の設定 設定する（現行と同一） 
③ 従量使用料の逓増度の設定 逓増型を採用 

現行の従量使用料単価を段階的に 29～106％へ  
引き上げ 

④ 従量使用料の水量区画の設定 0～20 ㎥、21～50 ㎥、51～100 ㎥、101～200
㎥、201 ㎥～、の 5 区画設定 

⑤ 用途別使用料の設定 設定しない（現行と同一） 

逓増型を採用し、水量区画ごとの値上げ額をほぼ同額（均一）にすることで、公平的な負
担を求めます。 

基本使用料は 71％改定とし、21 ㎥以上の使用については、現行の従量使用料単価を段
階的に 29～106％へ引き上げることにより、使用量の増加に応じて負担が大きくなるよう
に設定します（逓増型への移行）。 

 

シミュレーション②：単一型から逓増型へ移行し、基本使用料割合を変えずに、ボリューム 
ゾーンの使用者負担を軽減させる  
-基本使用料単価 71%、従量使用料単価 14～100％改定 

検討項目 考え方 
① 基本使用料収入と従量使用料収入

の割合の設定 
割合は現行とほぼ同一水準 
（基本使用料：従量使用料＝40:60） 

② 基本水量の設定 設定する（現行と同一） 
③ 従量使用料の逓増度の設定 逓増型を採用 

現行の従量使用料単価を段階的に 14～100％へ  
引き上げ 

④ 従量使用料の水量区画の設定 0～20 ㎥、21～50 ㎥、51～100 ㎥、101～200 ㎥、
201 ㎥～、の 5 区画設定 

⑤ 用途別使用料の設定 設定しない（現行と同一） 

逓増型を採用し、ボリュームゾーン使用者(21~50 ㎥以下)の改定率を低くし、ボリューム
ゾーン使用者の負担を比較的軽減します。 

基本使用料は 71％改定とし、21 ㎥以上の使用については、現行の従量使用料単価を段
階的に 14～100％へ引き上げることにより、使用量の増加に応じて負担が大きくなるよう
に設定します（逓増型への移行）。 
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シミュレーション③：単一型から逓増型へ移行し、基本使用料割合を減少させ、少量使用者・ 
ボリュームゾーン 使用者(0~50 ㎥以下) 負担を軽減させる  
-基本使用料単価 31%、従量使用料単価 35～129％改定 

検討項目 考え方 

⑥ 基本使用料収入と従量使用料収入
の割合の設定 

基本使用料割合を下げる 
（基本使用料：従量使用料＝31:69） 

⑦ 基本水量の設定 設定する（現行と同一） 

⑧ 従量使用料の逓増度の設定 逓増型を採用 
現行の従量使用料単価を段階的に 35～129％へ  
引き上げ 

⑨ 従量使用料の水量区画の設定 0～20 ㎥、21～50 ㎥、51～100 ㎥、101～200
㎥、201 ㎥～、の 5 区画設定 

⑩ 用途別使用料の設定 設定しない（現行と同一） 

逓増型を採用し、基本使用料割合を低くし、ボリュームゾーン使用者の改定率も比較的低
くすることで、少量使用者(0~50 ㎥以下)の負担を軽減します。 

基本使用料は 31％改定とし、21 ㎥以上の使用については、現行の従量使用料単価を段
階的に 35～129％へ引き上げることにより、使用量の増加に応じて負担が大きくなるよう
に設定します（逓増型への移行）。 

 
シミュレーション④：単一型から逓減型へ移行し、基本使用料割合を減少させ、ボリューム 

ゾーン使用者(21~50 ㎥）負担を増加させる  
 -基本使用料単価 31%、従量使用料単価 76～126％改定 

検討項目 考え方 

① 基本使用料収入と従量使用料収入の
割合の設定 

基本使用料割合を下げる 
（基本使用料：従量使用料＝31:69） 

② 基本水量の設定 設定する（現行と同一） 

③ 従量使用料の逓増度の設定 逓減型を採用 

従量使用料単価を段階的に引き下げ 

④ 従量使用料の水量区画の設定 0～20 ㎥、21～50 ㎥、51～100 ㎥、101～200
㎥、201 ㎥～、の 5 区画設定 

⑤ 用途別使用料の設定 設定しない（現行と同一） 

基本使用料割合を低くすることで、使用者の負担を軽減します。一方、逓減型を採用し、
ボリュームゾーン(21~50 ㎥）の改定率を高め、負担を増加させます。 

基本使用料は 31％改定とし、21 ㎥以上の使用については、現行の従量使用料単価を段
階的に 126～76％へ引き下げることにより、使用量の増加に応じて負担が小さくなるよう
に設定します（逓減型への移行）。 
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5. 下水道使用料算定結果（150 円 ver.） 

各シミュレーションの使用料の体系は以下の通りです。 

 

表 5-1  各シミュレーションの使用料体系                （2 か月/税込） 

 

 
  

▼現行の使用料体系 （基本使用料割合）：38% （従量使用料割合）： 62%

(税抜) (税込) (税抜) (税込) 

～20㎥ 1,600 1,760 - 21㎥～ 80 88 - 1.0

（1）シミュレーション① （基本使用料割合）：40% （従量使用料割合）： 60%

(税抜) (税込) (税抜) (税込) 

～20㎥ 2,728 3,000 71% 21㎥～50㎥ 103 113 29% 1.0

51~100㎥以下 124 136 55% 1.2

101~200㎥以下 145 159 81% 1.4

200㎥～ 165 181 106% 1.6

（2）シミュレーション② （基本使用料割合）：40% （従量使用料割合）： 60%

(税抜) (税込) (税抜) (税込) 

～20㎥ 2,728 3,000 71% 21㎥～50㎥ 91 100 14% 1.0

51~100㎥以下 135 148 69% 1.5

101~200㎥以下 144 158 80% 1.6

200㎥～ 160 176 100% 1.8

（3）シミュレーション③ （基本使用料割合）：31% （従量使用料割合）： 69%

(税抜) (税込) (税抜) (税込) 

～20㎥ 2,100 2,310 31% 21㎥～50㎥ 108 118 35% 1.0

51~100㎥以下 153 168 91% 1.4

101~200㎥以下 173 190 116% 1.6

200㎥～ 183 201 129% 1.7

（4）シミュレーション④ （基本使用料割合）：31% （従量使用料割合）： 69%

(税抜) (税込) (税抜) (税込) 

～20㎥ 2,100 2,310 31% 21㎥～50㎥ 181 199 126% 1.0

51~100㎥以下 164 180 105% 0.9

101~200㎥以下 146 160 83% 0.8

200㎥～ 141 155 76% 0.8

改定率 逓増度水量
基本使用料

改定率 水量
従量使用料単価

改定率
従量使用料単価

改定率 逓増度

水量 水量

水量 水量

水量 水量

基本使用料

基本使用料

基本使用料

逓増度改定率 改定率
従量使用料単価

従量使用料単価
改定率 逓増度改定率

従量使用料単価
改定率 逓増度水量 水量

基本使用料
改定率
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水量に応じた下水道使用料は以下の通りです。 

 

 表 5-2  シミュレーション別下水道使用料と改定率 

（2 か月使用/税込） 

 
  

近隣団体との比較では、下水道使用料の水準を比較した結果、シミュレーション③が最も近隣

団体の使用料体系に近いと考えられます。 

 

表 5-3 近隣団体との下水道使用料比較 

（2 か月使用/税込） 

  
  

現行

金額 金額 改定率 金額 改定率 金額 改定率 金額 改定率

20 1,760 3,000 70% 3,000 70% 2,310 31% 2,310 31%

40 3,520 5,260 49% 5,000 42% 4,670 33% 6,290 79%

50 4,400 6,390 45% 6,000 36% 5,850 33% 8,280 88%

75 6,600 9,790 48% 9,700 47% 10,050 52% 12,780 94%

100 8,800 13,190 50% 13,900 58% 14,250 62% 17,280 96%

200 17,600 29,090 65% 29,700 69% 33,250 89% 33,280 89%

300 26,400 47,190 79% 47,300 79% 53,350 102% 48,780 85%

下水道使用料(円/税込)
水量

(㎥)
Sim① Sim② Sim③ Sim④

Sim③ 島田市 磐田市 掛川市 袋井市 吉田町 森町 菊川市 近隣団体

金額 金額 金額 金額 金額 金額 金額 金額 平均金額

20 2,310 2,587 1,885 2,596 1,773 2,002 2,200 2,640 2,240

40 4,670 5,196 4,525 5,676 4,039 4,004 4,400 5,280 4,731

50 5,850 6,501 5,897 7,216 5,172 5,005 5,500 6,600 5,984

75 10,050 9,763 9,516 11,616 8,637 7,755 8,250 9,900 9,348

100 14,250 13,024 11,763 16,016 12,102 10,010 11,220 13,200 12,476

200 33,250 26,983 28,001 33,616 27,282 21,010 23,320 27,500 26,816

300 53,350 41,855 45,286 53,416 42,462 33,110 37,620 42,900 42,378

下水道使用料(円/税込)
水量

(㎥)
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6. 下水使用料体系の算定条件（120 円 ver.） 

(1) 使用料算定期間 

使用料単価を令和 7 年に 150 円/㎥とすることを見越し、令和 4 年に 120 円/㎥とした場合

の改定率・使用料体系案を提示します。 

 

(2) 使用料改定率の設定 

令和 7 年に使用料単価 150 円/㎥とするべく、令和 4 年に使用料単価を 120 円/㎥に設定し

た場合、使用料改定率は 37%となります。 

 

表 6-2-1 使用料改定率の設定 

 
 

(3) シミュレーション条件の設定 

使用料単価 150 円/㎥のシミュレーションの前提と同様、第三回審議会で提示したシミュレー

ション③（P6 参照）を前提にシミュレーションを実施します。 
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シミュレーション①：単一型から逓増型へ移行し、ボリュームゾーン(21~100 ㎥)の使用者負担 
を増加させる -基本使用料単価 36%、従量使用料単価 2～65％改定 

検討項目 考え方 
① 基本使用料収入と従量使用料収入

の割合の設定 
割合は現行とほぼ同一水準 
（基本使用料：従量使用料＝40:60） 

② 基本水量の設定 
 
設定する（現行と同一） 
 

③ 従量使用料の逓増度の設定 逓増型を採用 
現行の従量使用料単価を段階的に 2～65％へ  
引き上げ 

④ 従量使用料の水量区画の設定 0～20 ㎥、21～50 ㎥、51～100 ㎥、101～200
㎥、201 ㎥～、の 5 区画設定 

⑤ 用途別使用料の設定 設定しない（現行と同一） 

逓増型を採用し、水量区画ごとの値上げ額をほぼ同額（均一）にすることで、公平的な負
担を求めます。 

基本使用料は 36％改定とし、21 ㎥以上の使用については、現行の従量使用料単価を段
階的に 2～65％へ引き上げることにより、使用量の増加に応じて負担が大きくなるように
設定します（逓増型への移行）。 

 
シミュレーション②：単一型から逓増型へ移行し、基本使用料割合を変えずに、ボリュームゾーン

使用者負担を軽減させる  
-基本使用料単価 36%、従量使用料単価▲10～60％改定 

検討項目 考え方 
① 基本使用料収入と従量使用料収入

の割合の設定 
割合は現行とほぼ同一水準 
（基本使用料：従量使用料＝40:60） 

② 基本水量の設定 設定する（現行と同一） 
③ 従量使用料の逓増度の設定 逓増型を採用 

現行の従量使用料単価を段階的に▲10～60％へ  
引き上げ 

④ 従量使用料の水量区画の設定 0～20 ㎥、21～50 ㎥、51～100 ㎥、101～200 ㎥、
201 ㎥～、の 5 区画設定 

⑤ 用途別使用料の設定 設定しない（現行と同一） 

逓増型を採用し、ボリュームゾーン使用者(21~50 ㎥以下)の改定率を低くし、ボリューム
ゾーン使用者の負担を比較的軽減します。 

基本使用料は 36％改定とし、21 ㎥以上の使用については、現行の従量使用料単価を段
階的に▲10～60％へ引き上げることにより、使用量の増加に応じて負担が大きくなるよう
に設定します（逓増型への移行）。 
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シミュレーション③：単一型から逓増型へ移行し、基本使用料割合を減少させ、少量使用者・  
ボリュームゾーン負担(0~50 ㎥以下)を軽減させる  
-基本使用料単価 2%、従量使用料単価 13～85％改定 

検討項目 考え方 

① 基本使用料収入と従量使用料収入の
割合の設定 

基本使用料割合を下げる 
（基本使用料：従量使用料＝30:70） 

② 基本水量の設定 設定する（現行と同一） 

③ 従量使用料の逓増度の設定 逓増型を採用 
現行の従量使用料単価を段階的に 13～85％へ  
引き上げ 

④ 従量使用料の水量区画の設定 0～20 ㎥、21～50 ㎥、51～100 ㎥、101～200
㎥、201 ㎥～、の 5 区画設定 

⑤ 用途別使用料の設定 設定しない（現行と同一） 

逓増型を採用し、基本使用料割合を低くし、ボリュームゾーン使用者の改定率も比較的低
くすることで、少量使用者(0~50 ㎥以下)の負担を軽減します。 

基本使用料は 2％改定とし、21 ㎥以上の使用については、現行の従量使用料単価を段階
的に 13～85％へ引き上げることにより、使用量の増加に応じて負担が大きくなるように設
定します（逓増型への移行）。 

 
シミュレーション④：単一型から逓減型へ移行し、基本使用料割合を減少させ、ボリュームゾーン

使用者(21~50 ㎥）負担を増加させる  
 -基本使用料単価 2%、従量使用料単価 43～83％改定 

検討項目 考え方 

① 基本使用料収入と従量使用料収入の
割合の設定 

基本使用料割合を下げる 
（基本使用料：従量使用料＝30:70） 

② 基本水量の設定 設定する（現行と同一） 

③ 従量使用料の逓増度の設定 逓減型を採用 

従量使用料単価を段階的に引き下げ 

④ 従量使用料の水量区画の設定 0～20 ㎥、21～50 ㎥、51～100 ㎥、101～200
㎥、201 ㎥～、の 5 区画設定 

⑤ 用途別使用料の設定 設定しない（現行と同一） 

基本使用料割合を低くすることで、使用者の負担を軽減します。一方、逓減型を採用し、
ボリュームゾーン(21~50 ㎥）の改定率を高め、負担を増加させます。 

基本使用料は 2％改定とし、21 ㎥以上の使用については、従量使用料単価を段階的に
83～43％へ引き下げることにより、使用量の増加に応じて負担が小さくなるように設定し
ます（逓減型への移行）。 
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7. 下水道使用料算定結果（120 円 ver.） 

各シミュレーションの使用料の体系は以下の通りです。 

 

表 7-1  各シミュレーションの使用料体系                （2 か月/税込） 

 

 
 

 

▼現行の使用料体系 （基本使用料割合）：38% （従量使用料割合）： 62%

(税抜) (税込) (税抜) (税込) 

～20㎥ 1,600 1,760 - 21㎥～ 80 88 - 1.0

（1）シミュレーション① （基本使用料割合）：40% （従量使用料割合）： 60%

(税抜) (税込) (税抜) (税込) 

～20㎥ 2,182 2,400 36% 21㎥～50㎥ 82 90 2% 1.0

51~100㎥以下 99 109 24% 1.2

101~200㎥以下 115 127 44% 1.4

200㎥～ 132 145 65% 1.6

（2）シミュレーション② （基本使用料割合）：40% （従量使用料割合）： 60%

(税抜) (税込) (税抜) (税込) 

～20㎥ 2,182 2,400 36% 21㎥～50㎥ 72 79 -10% 1.0

51~100㎥以下 108 118 35% 1.5

101~200㎥以下 115 126 44% 1.6

200㎥～ 128 140 60% 1.8

（3）シミュレーション③ （基本使用料割合）：30% （従量使用料割合）： 70%

(税抜) (税込) (税抜) (税込) 

～20㎥ 1,640 1,804 2% 21㎥～50㎥ 90 99 13% 1.0

51~100㎥以下 121 133 51% 1.3

101~200㎥以下 140 154 75% 1.6

200㎥～ 148 162 85% 1.6

（4）シミュレーション④ （基本使用料割合）：30% （従量使用料割合）： 70%

(税抜) (税込) (税抜) (税込) 

～20㎥ 1,640 1,804 2% 21㎥～50㎥ 146 160 83% 1.0

51~100㎥以下 132 145 65% 0.9

101~200㎥以下 118 129 48% 0.8

200㎥～ 114 125 43% 0.8

従量使用料単価
改定率 逓増度水量 水量

基本使用料
改定率

従量使用料単価

従量使用料単価
改定率 逓増度改定率

改定率
従量使用料単価

改定率 逓増度

水量 水量

水量 水量

水量 水量

基本使用料

基本使用料

基本使用料

逓増度改定率 改定率

水量
基本使用料

改定率 水量
従量使用料単価

改定率 逓増度
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水量に応じた下水道使用料は以下の通りです。 

 

 表 7-2  シミュレーション別下水道使用料と改定率 

（2 か月使用/税込） 

  
 

表 7-3 近隣団体との下水道使用料比較 

 120 円の改定だと近隣団体と比較して低水準の使用料体系であることが分かります。150 円改定

時に最も近隣団体と近しい数字であったシミュレーション③を比較すると下表の通りになりま

す。 

（2 か月使用/税込） 

  
  

現行

金額 金額 改定率 金額 改定率 金額 改定率 金額 改定率

20 1,760 2,400 36% 2,400 36% 1,804 2% 1,804 2%

40 3,520 4,200 19% 3,980 13% 3,784 8% 5,004 42%

50 4,400 5,100 16% 4,770 8% 4,774 9% 6,604 50%

75 6,600 7,825 19% 7,720 17% 8,099 23% 10,229 55%

100 8,800 10,550 20% 11,070 26% 11,424 30% 13,854 57%

200 17,600 23,250 32% 23,670 34% 26,824 52% 26,754 52%

300 26,400 37,750 43% 37,670 43% 43,024 63% 39,254 49%

下水道使用料(円/税込)
水量

(㎥)
Sim① Sim② Sim③ Sim④

Sim③ 島田市 磐田市 掛川市 袋井市 吉田町 森町 菊川市 近隣団体

金額 金額 金額 金額 金額 金額 金額 金額 平均金額

20 1,804 2,587 1,885 2,596 1,773 2,002 2,200 2,640 2,240

40 3,784 5,196 4,525 5,676 4,039 4,004 4,400 5,280 4,731

50 4,774 6,501 5,897 7,216 5,172 5,005 5,500 6,600 5,984

75 8,099 9,763 9,516 11,616 8,637 7,755 8,250 9,900 9,348

100 11,424 13,024 11,763 16,016 12,102 10,010 11,220 13,200 12,476

200 26,824 26,983 28,001 33,616 27,282 21,010 23,320 27,500 26,816

300 43,024 41,855 45,286 53,416 42,462 33,110 37,620 42,900 42,378

下水道使用料(円/税込)
水量

(㎥)
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8. 協議事項 

(1) 基本水量の設定について 

基本水量 20 ㎥は継続で良いか 

 

(2) 使用料シミュレーションについて 

提示したシミュレーションのどの案にするか 

 








